
昭和三十二年建設省令第十八号

特定多目的ダム法施行規則

特定多目的ダム法（昭和三十二年法律第三十五号）第三十六条第二項並びに特定多目的ダム法施行令（昭和三十二年政令第百八十八号）

第十八条及び第二十条の規定に基き、特定多目的ダム法施行規則を次のように定める。

（基本計画の公示）

第一条　特定多目的ダム法（以下「法」という。）第四条第五項の規定による多目的ダム（法第二条第一項に規定する多目的ダムをいう。

以下同じ。）の建設に関する基本計画（以下この条において「基本計画」という。）の作成の公示は、同条第二項各号に掲げる事項を官報

に掲載して行うものとする。

２　基本計画の変更の公示は前項の規定に準じて、基本計画の廃止の公示はその旨を、官報に掲載して行うものとする。

（分離費用の算出方法）

第一条の二　令第四条の規定による多目的ダムの建設の目的である各用途について多目的ダムの建設に替えて当該用途を除く他の用途のす

べてに供されるダムでこれらの用途について多目的ダムが有する効用と同等の効用を有するものを設置する場合に要する推定の費用の額

は、当該用途を除いた場合に生ずる貯留量の減少等を勘案して算出するものとする。

（身替り建設費の算出方法）

第二条　令第二条第一項第二号及び第三条第一項に規定する身替り建設費については、多目的ダム及び多目的ダムの関連施設（令第二条第

一項第二号に規定する多目的ダムの関連施設をいう。以下同じ。）で多目的ダムの建設の目的である各用途のすべてに供されるものが有

する機能に相当する機能を有する施設又は工作物を、多目的ダム及び多目的ダムの関連施設で多目的ダムの建設の目的である各用途のす

べてに供されるものを設置する場所（国土交通大臣が関係行政機関の長と協議して定める場合にあつては、当該場所以外の場所）におい

て設置するものとして算出するものとする。

２　発電の用途に係る身替り建設費の算出において、当該用途について多目的ダム及び多目的ダムの関連施設が有する効用と同等の効用

は、当該多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の設置により発生される有効出力及び有効電力量とする。この場合における有効出力及び

有効電力量の計算方法については、第四条第二項に定めるところによる。

第三条　身替り建設費の算出に際しては、多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の設置の完了前にその設置に要する費用に充てる資金につ

いて支払わなければならない社債、地方債又は借入金の利息がある場合においても、当該利息は、身替り建設費に算入しないものとす

る。

（妥当投資額の算出方法）

第四条　令第六条に規定する多目的ダムの建設の目的である各用途について多目的ダム及び多目的ダムの関連施設が有する効用を金銭に見

積つたものは、次の各号に掲げるものとする。

一　洪水調節の用途にあつては、当該多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の設置により生ずる次に掲げる効用を時価に換算した金額の

合計額

イ　堤防、護岸、水制、河道その他河川に生ずる被害の復旧に要する費用の減少

ロ　道路、橋りよう、鉄道その他の交通施設に生ずる被害の復旧に要する費用の減少

ハ　はん濫による農作物の減産、農地の流失又は埋没、家屋その他の財産の被害の防止又は減少

ニ　河道における土砂の沈積によるしゆんせつ維持費の減少

二　かんがいの用途にあつては、当該多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の設置により増産される農作物の金額に標準純益率を乗じた

金額、当該用途に係る既存の施設の運転及び維持に要する費用の減少する金額及び営農に要する労力費用の減少する金額の合計額。こ

の場合において、増産される農作物の金額の計算は、米については国の買上価格、米以外のものについては時価を基準として、作物の

種類及び反収、作付の増産形態ごとに行うものとする。

三　発電の用途にあつては、キロワット及びキロワット時当りの山元発電単価に当該多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の設置により

発生される有効出力及び有効電力量をそれぞれ乗じた金額の合計額

四　水道及び工業用水道の用途にあつては、単位水量当りの水の価格に当該多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の設置により供給され

る水量を乗じた額

２　前項第二号に規定する標準純益率、同項第三号に規定する山元発電単価並びに有効出力及び有効電力量の計算方法並びに同項第四号に

規定する単位水量当りの水の価格の算出方法については、国土交通大臣が関係行政機関の長と協議して定める。

（ダム使用権設定前の多目的ダムの利用の許可の申請）

第五条　法第十三条の規定による許可を受けようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければな

らない。

一　ダム使用権の設定を受ける前に流水を特定用途（法第二条第一項に規定する特定用途をいう。以下同じ。）に供する理由

二　流水を特定用途に供しようとする時期

（建設の完了の公示）

第六条　法第十四条の規定による多目的ダムの建設の完了の公示は、官報に掲載して行うものとする。

（ダム使用権の設定の申請）

第七条　ダム使用権の設定を受けようとする者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　ダム使用権の設定を受けようとする目的

二　多目的ダムの位置及び名称

三　ダム使用権により貯留を確保しようとする流水の 高及び 低の水位並びに量

２　前項の申請書には、次の各号に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。

一　流水の占用の計画を示す書類

イ　ダム使用権の設定を受けようとする目的が発電の場合にあつては、発電所の位置及び名称、取水河川名、取水口及び放水口の位

置、貯水池の利用方法の基準、占用する水量（ 大及び常時の水量をいう。）、落差（占用する水量の 大及び常時の別の総落差及び

有効落差をいう。）並びに発電力（ 大、常時、常時
せん

尖頭、渇水期平均及び渇水期
せん

尖頭の発電力をいう。）を記載し、貯水池の水位、

貯水池へ流入する流水の量及び占用する水量の一覧表（別記様式第一）及び発生電力量の一覧表（別記様式第二）を添付すること。

ロ　ダム使用権の設定を受けようとする目的が水道の場合にあつては、水道の名称、取水河川名、取水口の位置、給水区域、給水人

口、貯水池の利用方法の基準並びに占用する水量及び給水量（ 大及び常時の別の一日当たり及び一秒当たりの量をいう。）を記載

し、貯水池の水位、貯水池へ流入する流水の量及び占用する水量の一覧表（別記様式第一）を添付すること。

ハ　ダム使用権の設定を受けようとする目的が工業用水道の場合にあつては、工業用水道の名称、取水河川名、取水口の位置、給水区

域、給水工場の名称、種類及び敷地面積、貯水池の利用方法の基準並びに占用する水量及び給水量（ 大及び常時の別の一日当たり
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及び一秒当たりの量をいう。）を記載し、貯水池の水位、貯水池へ流入する流水の量及び占用する水量の一覧表（別記様式第一）を

添付すること。

二　工程表

三　工事費概算書（別記様式第三又は様式第四）

四　身替り建設費及び妥当投資額の計算書

五　流水を当該特定用途に供することについて、及び流水を当該特定用途に供することによつて営もうとする事業について必要な行政庁

（国土交通大臣を除く。）の許可、認可その他の処分を受けていること又は受ける見込みが十分であることを示す書類

六　計画一覧図

縮尺は、五万分の一とし、多目的ダム及び多目的ダムの関連施設の位置を記入すること。

七　主要構造図

多目的ダムの関連施設で主要なものについて作成すること。

八　その他参考となるべき書類及び図面

（立札による掲示の様式等）

第八条　令第十八条の国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　多目的ダムの名称

二　多目的ダムの位置

三　その他流水の状況の変化によつて生ずる危害を防止するために必要な事項

２　令第十八条に規定する立札による掲示は、別記様式第五により行うことを例とする。ただし、放流する日時、河川及びその付近の状況

等により特別の必要があると認められるときは、その都度、さらに別記様式第六により行うことを例とする。

３　令第十八条の規定による公衆の閲覧は、国土交通省又は多目的ダムを管理する都道府県知事の統括する都道府県のウェブサイトに掲載

することにより行うものとする。

４　令第十八条に規定するサイレン及び警鐘による警告の方法は、次の表に定めるところによるものとする。

サイレン 警鐘

備考

一　警告は、適宜の時間継続すること。

二　必要があればサイレン及び警鐘を併用すること。

（延滞金）

第九条　法第三十六条第二項に規定する延滞金は、同条第一項に規定する負担金等の額につき年十・七五パーセントの割合で、納期限の翌

日からその負担金等の完納の日又は財産差押えの日の前日までの日数により計算した額とする。

（権限の委任）

第十条　法に規定する国土交通大臣の権限のうち、次に掲げるものは、地方整備局長及び北海道開発局長に委任する。

一　法第三十一条第一項の規定により多目的ダムの操作規則を定め、並びに同条第三項の規定により協議し、及び意見をきくこと。

二　法第三十二条第一項の規定により通知し、及び必要な措置をとること。

附　則

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四〇年三月一三日建設省令第七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（昭和四十年四月一日）から施行する。

附　則　（昭和四二年六月一日建設省令第一三号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行前に建設大臣が実施計画調査に着手した多目的ダムの建設に要する費用の負担については、なお従前の例による。

附　則　（昭和四五年五月一日建設省令第九号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　改正後の特定多目的ダム法施行規則第九条の規定は、この省令の施行の日の前日以後に到来する納期限に係る延滞金の額の計算につい

て適用し、同日前に到来した納期限に係る延滞金の額の計算については、なお従前の例による。

附　則　（昭和四七年一〇月七日建設省令第二六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成元年三月二七日建設省令第三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成六年七月一五日建設省令第二二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年一一月二〇日建設省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一六年二月二五日国土交通省令第五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一九年三月三〇日国土交通省令第二六号）

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一九年三月三一日国土交通省令第三七号）

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（令和元年五月七日国土交通省令第一号）
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この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和六年三月二九日国土交通省令第四四号）

この省令は、特定多目的ダム法施行令等の一部を改正する政令の施行の日（令和六年四月一日）から施行する。
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別記様式第一

様式第一（平元建令3・令元国交令1・一部改正）令和年月123456789101112貯水池の水位（月初）貯水池へ流入する流水の量／s占用する水量／s（註）1最近10箇年の資料に基き月別の平均値を10箇年分の年別に記入すること。2旬別又は5日別の資料がある場合においては、月別の表に準じて作成すること。  
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様式第二

様式第二（平元建令3・令元国交令1・一部改正）令和年月渇水期（月123456789101112計から月まで）計可能電力発生電力量量換算電力（M．W．H）量（註）最近10箇年の資料に基き10箇年分の年別及びその平均値を記載すること。  
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様式第三

様式第三工事費概算書（発電）事業費工種細目備考単位数量単価金額水利費用地費建物費貯水池又は調整池費計取水口導水路m水槽又は調圧水水路費m槽水圧鉄管m放水路m雑工事計水車KW機械及び器発電機KVA具費その他機器基礎仮設備費諸装置費備品費総係費合計建設利息送電線費m総計（注）1各工種又は細目別に内訳書を添付すること。  
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様式第四

様式第四工事費概算書（水道又は工業用水道）事業費工種細目備考単位数量単価金額水利費用地費水源費建物費計導水路m浄水場水路費送水路m配水場配水路m計機械及び器具費雑工事費総係費合計建設利息総計（注）1各工種又は細目別に内訳書を添付すること。2「水源費」のうち、多目的ダムに係るものは記入しないこと。  
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様式第五

様式第五↑140㎝～190㎝↓→危い！！ダムのみずをながしかわのみずが↑120㎝～150㎝↓ふえることがあるからきをつけよダムの放流による増水に注意この川の上流〇〇キロメートルのところに〇〇ダムがあり、ときどきダムに貯つた水を流し、この川の水が急に増えることがありますから注意して下さい。また、ダムに貯つた水を流すときは、左記のとおりサイレンや警鐘などで知らせますの140㎝160㎝／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／～で、そのときには、危険ですから河原に降りないで下さい。記サイレン警鐘約一分約一分約十秒約十秒●休止●●●●〇〇ダム管理所←備考「危い！！」は朱色で、その他は黒色で記入すること。  
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様式第六

様式第六（平元建令三・令元国交令一・一部改正）↑140㎝～190㎝↓→危ない！！↑120㎝～150㎝↓水が急に増えますこの川の上流〇〇キロメートルの所にある〇〇ダムにたまつた水を〇月〇日午前（後）〇時〇分ごろ流しますので当日〇時ごろよりこの辺りの水位が〇〇メートルぐらい増えて危ないですから十分注意してください。なお、ダムにたまつた水を流すときは、左記のとおりサイレンや／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／／140㎝160㎝～警鐘などで知らせます。記サイレン警鐘約一分約一分約十秒約十秒●休止●●●●令和年月日〇〇ダム管理所←備考「危ない！！」は朱色で、その他は黒色で記入すること。  

9


